
久万高原町公共施設個別施設計画
【概要版】
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わが国においては、戦後の人口増加や高度経済成長に伴う行政需要の増大等に対応するため、昭和３０年代以降、集
中的に公共施設等の整備が進められましたが、現在、これら施設の老朽化が大きな社会問題となっています。高度経済成
長期に集中整備された公共施設等に係る建替えや改修などの更新費用は、今後、厳しい財政状況が続く中で増加していく
ことが予想されています。
本町は、公共施設等総合管理計画（平成27年3月）を策定し、公共施設については長寿命化できるものは長寿命化
し適正に改修をするとともに、品質改善も考慮しながら、それに要するコストの縮減と平準化を図ることを目的として久万高原
町公共施設個別施設計画（令和3年3月）を策定いたしました。

◆施設の総延床面積： 18.４万㎡

◆老朽化の状況：
旧耐震基準（昭和56年以前）で建てら
れた施設は4.7万㎡であり全体の26%です
が、ほとんどの施設で耐震補強が行われてい
ます。また、建築後30年以上経過している建
物の延床面積9.7万㎡は全体の54％です。
老朽化した施設が多く、将来の建物に係る
改修等更新費用の増加が懸念されます。

公共施設の整備状況

公共施設の更新費用予測（総務省整備方式 従来型）

４０年間の更新費用予測

現状

課題

築年別整備状況

更新費用の課題

老朽化の現状

従来型では、財源が不足する

老朽化対策が必要

◆４０年間の総額： 492億円

◆４０年間の平均： 12.3億円/年

◆更新費用の課題：

建築後６0年で改築すると想定した場合（総務

省整備方式）は、今後40年間で492億円、 1

年あたりでは12.3億円/年の更新費用が予測さ

れます。

これは、過去５年間の公共施設等にかかる施設

関連経費5.8億円/年の2.1 倍に相当します。

耐震基準別面積 (㎡)

旧耐震基準 47,306 26%

新耐震基準 133,572 74%



公共施設の整備方針
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●新規整備は原則として行わない

・長寿命化、維持補修計画などを適正に行い、既存施設の有効活用を図り、新規整備は原則として行いません。
・新設が必要な場合は、必要性や優先順位、費用対効果を考慮して行います。
・事業手法としては、PPP /PFI などの民間活力の導入等、幅広く検討します。

●施設の更新（建替）にはまず複合施設を検討する

・施設の統合・整理や遊休施設の活用、学校を含めた施設の複合化等によって、機能を維持しつつ、施設総量を縮
減します。
・複合施設においては、管理・運営についても一元化・効率化します。また、施設の複合化により空いた土地は、活
用・処分を促進します。

●将来の施設の更新費用を縮減する

・更新費用を50％程度縮減することが必要であり、スクラップアンドビルドを徹底します。
・旧町村単位で設置され重複している施設、分野（小分類）を超えて重複している機能（会議室、ホール等）に
ついては、統合・整理を検討します。
・稼働率の低い施設は運営改善を徹底し、なお稼働率が低い場合は、統合・整理を検討します。
・改修更新コスト、維持管理コストを縮減します。
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◆１０年間の総額： 194億円

◆１０年間の平均： 19.4億円/年

◆実施計画（１０年）：

直近10年の実施計画は、健全度・優

先順位や更新時期を考慮し実施計画を

作成しました。この10年間の工事別合計

金額は、解体が約6億円、中規模修繕が

約2千万円、大規模改修が約61億円、

長寿命化修繕が約48億円、建替えが約

77億円、部位修繕が約1.6億円となりま

す。令和6年度、7年度に町立病院の建

替えを予定しているものの、基本的には長

寿命化改修工事を計画的に行い施設の

長寿命化を実施します。

この計画に定めた改修等の実施時期に

ついては、施設の劣化状況などにより見直

しを適宜行うこととします。

実施計画（直近１０年）
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設
更
新
の
実
施
計
画

公共施設の更新費用予測（長寿命化型）
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４０年間の更新費用予測

直近１０年の実施計画

40年の更新費用

3.3億円/年 削減

直近10年の更新費用

◆４０年間の総額： 360億円

◆４０年間の平均： 13.8億円/年

◆整備計画（４０年）：

整備計画（４０年）では、長寿命

化改修を重点的に行い施設を長く使用

します。この場合、40年間で360億円、

1年あたり9.0億円/年となります。従来

型と比較すると、40年間で132億円、

1年あたりでは、3.3億円/年の更新費

用が削減されます。

長寿命化を実施する

40年

10年

施設用途別

工事改修種別
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長寿命化計画を推進するために・・・
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①情報基盤の整備と活用

本計画を作成するにあったって把握した固定資産台帳・公共施設台帳・劣化状況調査票などと法定点検

の結果や光熱水費などの維持管理費、工事履歴などの公共施設データベースを固定資産台帳システムにデー

タベースを一元化する整備を推進していきます。。

②推進体制等の整備

公共施設の整備・管理の所管である総務財政課が中心と

なって、町長部局や公営企業部局と連携し本計画の推進を

図ります。施設の長寿命化を実施するためには、公共施設の

日常点検や定期点検を行い、老朽化箇所や危険箇所の早

期発見が必要となります。さらに、財政課などの関係部署との

連携を図り、予算の調整や施設統廃合の検討を行います。具

体的な施設運営の手法については、民間活力を施設の整備

や管理に導入する等、民間事業者等の資金やノウハウの活用

を検討していきます。

③フォローアップ

本計画は、公共施設の改修や改築などの優先順位を設定

するものであり、中長期計画における予算措置を行います。左

図のPDCAサイクルによるフォローアップを実践し、財政負担の

平準化並びに軽減を同時に実現できるようマネジメントに取り

組みます。なお、本計画では、事業の進捗状況、劣化調査な

どの結果を反映して、実施計画等の見直しを行います。
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固定資産台帳システム 公共施設等データベース連携

町長部局

・予算管理

・施設定期点検

総務財政課

・公共施設等総合管理計画見直し

・公共施設個別計画策定見直し

・公共施設データベース管理

公営企業部局

・日常的な点検実施・報告

・修繕・改善等の要望


